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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】

資産の部

Ⅰ　固定資産

1 有形固定資産

土地 1,707,823,335

建物 17,724,842,945

　減価償却累計額 ▲ 8,961,300,019 8,763,542,926

構築物 409,639,860

　減価償却累計額 ▲ 294,490,404 115,149,456

車両運搬具 27,265,035

　減価償却累計額 ▲ 27,265,031 4

器具備品 6,204,038,224

　減価償却累計額 ▲ 5,039,076,828 1,164,961,396

その他有形固定資産 29,557,050

　減価償却累計額 ▲ 3,199,999 26,357,051

建設仮勘定 34,000,000

    有形固定資産合計 11,811,834,168

2 無形固定資産

電話加入権 690,500

ソフトウェア 141,342,157

    無形固定資産合計 142,032,657

3 投資その他の資産

投資有価証券 800,060,168

長期前払費用 1,414,532

長期前払消費税等 156,643,673

    投資その他の資産合計 958,118,373

       固定資産合計 12,911,985,198

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 2,777,053,274

医業未収金 1,477,689,005

   貸倒引当金 ▲ 4,593,497 1,473,095,508

未収金 145,315,844

薬品 28,869,988

診療材料 10,594,442

貯蔵品 2,562,822

前払費用 2,047,404

その他 1,641,451

       流動資産合計 4,441,180,733

資産合計 17,353,165,931

貸借対照表

（令和6年3月31日）

（単位：円）
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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】

負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債 （注）

   資産見返運営費負担金 1,098,759,901

   資産見返補助金等 189,925,518

   資産見返寄附金 7,150,951

   資産見返物品等受贈額 4,150,760,791

長期借入金 2,031,744,690

移行前地方債償還債務 3,229,491,417

引当金

   退職給付引当金 3,094,389,480

リース債務 3,180,000

  固定負債合計 13,805,402,748

Ⅱ　流動負債

寄附金債務 74,570,608

一年以内返済予定移行前地方債償還債務 410,289,993

一年以内返済予定長期借入金 457,087,646

未払金 933,925,772

未払消費税等 2,813,500

一年以内支払予定リース債務 38,160,000

預り金 40,066,548

引当金

   賞与引当金 313,343,006

  流動負債合計 2,270,257,073

     負債合計 16,075,659,821

純資産の部

Ⅰ　資本金

設立団体出資金 1,455,166,843

  資本金合計 1,455,166,843

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 2,730,836,000

  資本剰余金合計 2,730,836,000

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失 ▲ 2,908,496,733

（うち当期総利益 ▲ 747,496,073 ）

  繰越欠損金合計 ▲ 2,908,496,733

     純資産合計 1,277,506,110

負債純資産合計 17,353,165,931

（注） これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）
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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】 (単位：円）

営業収益

医業収益

入院収益 5,073,512,746

外来収益 1,524,688,799

児童福祉収益 69,734,233

その他医業収益 96,518,814 6,764,454,592

運営費負担金収益 （注） 3,031,345,000

補助金等収益 （注） 149,218,501

寄附金収益 （注） 12,621,246

資産見返運営費負担金戻入 （注） 56,935,994

資産見返補助金等戻入 （注） 41,244,056

資産見返寄附金等戻入 （注） 2,343,437

資産見返物品等受贈額戻入 （注） 240,723,185

受託収入 798,203

  営業収益合計 10,299,684,214

営業費用

医業費用

給与費 4,347,098,435

材料費 1,510,276,707

減価償却費 834,474,422

経費 1,435,793,166

研究研修費 45,868,359

児童福祉施設費 1,962,397,649 10,135,908,738

一般管理費

給与費 270,418,402

減価償却費 33,601,707

経費 49,324,771 353,344,880

控除対象外消費税等 363,250,416

資産に係る控除対象外消費税等償却 69,029,815

   営業費用合計 10,921,533,849

営業利益 ▲ 621,849,635

営業外収益

運営費負担金収益 （注） 44,314,000

財務収益 1,248,813

その他営業外収益 213,968,483

  営業外収益合計 259,531,296

営業外費用

財務費用 66,494,228

その他営業外費用 312,492,249

  営業外費用合計 378,986,477

経常利益 ▲ 741,304,816

臨時利益

過年度損益修正益 117,000

臨時利益合計 117,000

臨時損失

固定資産除却損 19

過年度損益修正損 6,308,238

  臨時損失合計 6,308,257

当期純利益 ▲ 747,496,073

当期総利益 ▲ 747,496,073

（注） これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

損益計算書

（令和5年4月1日～令和6年3月31日）
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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】 (単位：円）

設立団体

出資金
資本剰余金

当期未処理

損失

うち

当期総利益

当期首残高 1,455,166,843 2,730,836,000 ▲ 2,161,000,660 － 2,025,002,183

当期変動額 0 0 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073

Ⅰ 資本金の当期変動額 0 0 0 0 0

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額 0 0 0 0 0

0 0 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073

 (1) 損失の処理 0 0 0 0 0

 (2) その他 0 0 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073

当期純利益 0 0 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073

当期変動額合計 0 0 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073 ▲ 747,496,073

当期末残高 1,455,166,843 2,730,836,000 ▲ 2,908,496,733 ▲ 747,496,073 1,277,506,110

Ⅲ　繰越欠損金の当期変動額

純資産変動計算書

（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金 Ⅲ 繰越欠損金

純資産合計
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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】      

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

医療材料の購入による支出 ▲ 1,730,012,455

人件費支出 ▲ 5,508,995,890

その他業務支出 ▲ 2,722,685,208

医業収入 7,029,153,834

運営費負担金収入 3,075,659,000

補助金等収入 552,795,891

寄附金収入 9,238,643

受託収入 798,203

その他業務収入 214,879,045

   小   計 920,831,063

利息の受取額 1,248,813

利息の支払額 ▲ 66,494,228

　

業務活動によるキャッシュ・フロー 855,585,648

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 ▲ 299,931,895

投資有価証券の満期償還による収入 700,000,000

有形固定資産の取得による支出 ▲ 1,008,466,201

無形固定資産の取得による支出 ▲ 15,217,000

補助金等収入 29,549,000

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 594,066,096

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 968,000,000

長期借入金の返済による支出 ▲ 478,442,664

移行前地方債償還債務の償還による支出 ▲ 403,875,620

リース債務の返済による支出 ▲ 38,160,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,521,716

Ⅳ資金増加額 309,041,268

Ⅴ資金期首残高 2,468,012,006

Ⅵ資金期末残高 2,777,053,274

キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

（単位：円）
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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 ▲ 2,908,496,733

当期総利益 ▲ 747,496,073

前期繰越欠損金 ▲ 2,161,000,660

Ⅱ　損失処理額 0

Ⅲ　次期繰越欠損金 ▲ 2,908,496,733

損失の処理に関する書類

(令和５年　８月２５日）

科    目 金    額
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【地方独立行政法人宮城県立こども病院】

Ⅰ 損益計算書上の費用

医業費用 10,135,908,738

一般管理費 353,344,880

控除対象外消費税等 363,250,416

資産に係る控除対象外消費税等償却 69,029,815

営業外費用 378,986,477

臨時損失 6,308,257

損益計算書上の費用合計

Ⅱ その他行政コスト

減価償却相当額

減損損失相当額

利息費用相当額

承継資産に係る費用相当額

除売却差額相当額

その他行政コスト合計

Ⅲ 行政コスト

行政コスト計算書
(令和5年4月1日～令和6年3月31日）

（単位：円）

11,306,828,583

0

11,306,828,583
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注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」（令和４年８月 31 日改訂）並びに「『地方独立行政法

人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ【公営企業型版】」（令和６年３月改訂）（以下「地方独立

行政法人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については、令和６事業年度から

適用します。 

 

１ 運営費負担金収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

   ただし、移行前地方債利息等については費用進行基準を採用しております。 

 

２ 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

       定額法を採用しております。 

       なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

       建物  13 年から 39 年      

       構築物    7 年から 58 年      

       医療機器等備品   2 年から 20 年        

（２）無形固定資産 

       定額法を採用しております。 

     なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5 年）に基づいております。 

 

３ 引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

       職員の退職金の給付に備えるために、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって

おります。 

     過去勤務費用は、その発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）により按分した額を費用処理して

おります。 

     数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（２）貸倒引当金の計上基準 

       債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒れ懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

（３）賞与引当金の計上基準 

役職員に対して支給する賞与に備えるために、当該事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

４ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券については、償却原価法をもって貸借対照表価額としております。 

8



 

５ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   薬品、診療材料及び貯蔵品とも最終仕入原価法に基づく低価法によっております。 

 

６  リース取引の処理方法 

リース料総額が 3,000,000 円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

リース料総額が 3,000,000 円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 

７ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

Ⅱ 表示方法の変更 

   児童福祉施設収益は、医業と福祉との収益額を明確にするため、医業に係る収益額を入院収益及び外来収益へ、福祉に係る

収益額を児童福祉収益へ計上変更しております。 

     また、寄附金収益については営業収益へ計上変更しております。 

 

 

Ⅲ  貸借対照表関係 

１ 金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、設立団体からの借入により資金を調達してお

ります。 

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、未収金取扱要領等に沿ってリスクの低減を図っております。 

借入金等の資金使途は事業投資資金（長期）であり、設立団体の長により認可された資金計画に従って、資金調達を行ってお

ります。 

 

２ 金融商品の時価に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。また、現金は注記を省略しており、預金、

未収金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：円） 

区   分 
貸借対照表計上額 

（＊１） 

時   価 

（＊1） 

差   額 

（＊1） 

（1）投資有価証券 800,060,168 788,600,550 (11,459,618) 

（2）長期借入金（＊2） (2,488,832,336) (2,461,889,245) 26,943,091 

（3）移行前地方債償還債

務（＊3） 
(3,639,781,410) (3,686,696,971) (46,915,561) 

（＊1）負債に計上されているものは（ ）で表示しております。 

（＊2）一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。 

（＊3）一年以内返済予定移行前地方債償還債務を含んでおります。 

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

     金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類しております。  
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レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価 

レベル 3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

    時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の

算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

   投資有価証券 

    政府保証債及び金融債は、相場価格を用いて評価しております。これらは、市場での取引頻度が低く、活発な市場における市場価

格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

 

   長期借入金及び移行前地方債償還債務 

    長期借入金及び移行前地方債償還債務の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル 2 の時価に分類しております。 

 

 

Ⅳ  損益計算書関係 

    その他営業外費用には紛争対応費用、その他営業外収益にはこれに対応する受取保険金が含まれております。 

 

 

Ⅴ  キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定                2,777,053,274 円 

資金期末残高                     2,777,053,274 円 

 

 

Ⅵ 行政コスト計算書関係 

   地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 

    行政コスト            11,306,828,583 円 

    自己収入等           ▲6,982,930,528 円 

    機会費用         75,198,009 円 

    地方独立行政法人の業務運営に関して 

    住民等の負担に帰せられるコスト     4,399,096,064 円 

    （内数）減価償却充当補助金      338,903,235 円 

 

   （注）機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借取引から生ずる機会費用の計算方法 

宮城県の「公有財産規則」に定められた使用料を参考に計算しております。 

（２）地方公共団体出資から生ずる機会費用の計算に使用した利率 

宮城県出資等の機会費用の計算に使用した利率は、10 年利付国債の令和 6 年 3 月末における利回りを参考に

0.725％にて計算しております。 
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Ⅶ 固定資産の減損関係 

１ 固定資産のグルーピングの方法 

当法人においては、病院全体を 1 つの資産グループとして取り扱っております。 

 

２ 減損の兆候が認められた固定資産 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅷ 退職給付関係 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。当該制度では、給与と勤務時間に基

づいた一時金を支給しております。 

 

２ 確定給付制度 

  （１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 

勤務費用 

利息費用 

数理計算上の差異の当期発生額 

退職給付の支払額 

期末における退職給付債務 

2,953,389,739 

252,626,442 

8,860,169 

▲292,151,685 

▲124,717,322 

2,798,007,343 

 

  （２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

非積立型制度の未積立退職給付債務 

未認識数理計算上の差異 

未認識過去勤務費用 

退職給付引当金 

2,798,007,343 

300,408,659 

▲4,026,522 

3,094,389,480 

 

  （３）退職給付に関する損益 

勤務費用 

利息費用 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 

過去勤務費用の当期の費用処理額 

合 計 

252,626,442 

8,860,169 

17,373,043 

4,026,519 

282,886,173 

 

  （４）数理計算上の計算基礎に関する事項 

    期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 

    割引率 1.10% 
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Ⅸ  重要な債務負担行為 

      当年度末までに契約を締結し、翌年度以降に支払が発生する重要なものは、下記のとおりです。 

（単位：円／税抜）           

契約内容 契約金額 翌事業年度以降の支払金額 

建物総合管理業務 1,197,000,000 円 598,800,000 円 

医事業務 

及び診療情報管理業務 
390,960,000 円 390,960,000 円 

患者給食提供業務 239,760,000 円 239,760,000 円 

物流管理･一括調達業務 237,168,000 円 158,112,000 円 

臨床検査業務 （＊1） （＊2） 

（＊1）（＊2）臨床検査業務委託契約について 

    契約期間：令和 5 年 4 月から令和 10 年 3 月まで 

    令和５年度実績額  134,223,418 円 

  （検査項目別単価契約のため、検査実施件数により支払総額は変動します。） 

 

 

Ⅹ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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5
3

0

い
第

8
6
2
　
商

工
債

2
0
0
,0

2
3
,7

2
6

2
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
0
0
,0

1
4
,2

3
6

0

政
府

保
証

第
4
6
9
日

本
高

速
道

路
保

有
・債

務
返

済
機

構
債

券
2
9
9
,9

3
1
,8

9
5

3
0
0
,0

0
0
,0

0
0

2
9
9
,9

3
2
,1

7
9

0

計
8
0
0
,3

6
7
,9

7
7

8
0
0
,0

0
0
,0

0
0

8
0
0
,0

6
0
,1

6
8

0

貸
借

対
照

表
計

上
額

合
計

8
0
0
,3

6
7
,9

7
7

8
0
0
,0

0
0
,0

0
0

8
0
0
,0

6
0
,1

6
8

0

４
長

期
借

入
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

区
分

期
首

残
高

当
期

増
加

当
期

減
少

　
　

期
末

残
高

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

  
 要

宮
城

県
（

平
成

2
9
年

度
借

入
）

1
3
,9

0
0
,0

0
0

0
8
1
7
,6

6
4

1
3
,0

8
2
,3

3
6

0
.4

0
0
%

令
和

2
2
年

3
月

2
0
日

宮
城

県
（

平
成

3
0
年

度
借

入
）

1
1
5
,5

2
5
,0

0
0

0
1
1
5
,5

2
5
,0

0
0

0
0
.0

8
4
%

令
和

6
年

3
月

2
9
日

宮
城

県
（

平
成

3
0
年

度
借

入
）

6
3
,7

0
0
,0

0
0

0
0

6
3
,7

0
0
,0

0
0

0
.0

6
0
%

令
和

1
6
年

3
月

3
1
日

宮
城

県
（

令
和

元
年

度
借

入
）

4
6
2
,9

5
0
,0

0
0

0
2
3
1
,4

7
5
,0

0
0

2
3
1
,4

7
5
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

７
年

3
月

2
7
日

宮
城

県
（

令
和

元
年

度
借

入
）

1
7
,5

5
0
,0

0
0

0
8
,7

7
5
,0

0
0

8
,7

7
5
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

７
年

5
月

2
8
日

宮
城

県
（

令
和

２
年

度
借

入
）

3
4
,6

5
0
,0

0
0

0
1
1
,5

5
0
,0

0
0

2
3
,1

0
0
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

８
年

3
月

2
6
日

宮
城

県
（

令
和

２
年

度
借

入
）

1
3
4
,7

0
0
,0

0
0

0
0

1
3
4
,7

0
0
,0

0
0

0
.2

0
0
%

令
和

1
8
年

3
月

2
0
日

宮
城

県
（

令
和

３
年

度
借

入
）

4
4
1
,2

0
0
,0

0
0

0
1
1
0
,3

0
0
,0

0
0

3
3
0
,9

0
0
,0

0
0

0
.0

8
4
%

令
和

9
年

3
月

2
9
日

宮
城

県
（

令
和

３
年

度
借

入
）

4
,5

0
0
,0

0
0

0
0

4
,5

0
0
,0

0
0

0
.3

0
0
%

令
和

1
9
年

3
月

2
0
日

宮
城

県
（

令
和

３
年

度
借

入
）

2
7
6
,3

0
0
,0

0
0

0
0

2
7
6
,3

0
0
,0

0
0

0
.3

0
0
%

令
和

1
9
年

3
月

2
0
日

宮
城

県
（

令
和

４
年

度
借

入
）

3
5
1
,2

0
0
,0

0
0

0
0

3
5
1
,2

0
0
,0

0
0

0
.1

3
1
%

令
和

1
0
年

3
月

2
1
日

宮
城

県
（

令
和

４
年

度
借

入
）

8
3
,1

0
0
,0

0
0

0
0

8
3
,1

0
0
,0

0
0

0
.8

0
0
%

令
和

2
0
年

3
月

2
0
日

宮
城

県
（

令
和

５
年

度
借

入
）

0
9
9
,3

0
0
,0

0
0

0
9
9
,3

0
0
,0

0
0

0
.2

9
6
%

令
和

1
1
年

3
月

2
2
日

宮
城

県
（

令
和

５
年

度
借

入
）

0
2
2
9
,8

0
0
,0

0
0

0
2
2
9
,8

0
0
,0

0
0

0
.8

0
0
%

令
和

2
1
年

3
月

2
0
日

宮
城

県
（

令
和

５
年

度
借

入
）

0
3
9
8
,5

0
0
,0

0
0

0
3
9
8
,5

0
0
,0

0
0

0
.2

9
6
%

令
和

1
1
年

3
月

2
2
日

宮
城

県
（

令
和

５
年

度
借

入
）

0
2
4
0
,4

0
0
,0

0
0

0
2
4
0
,4

0
0
,0

0
0

0
.7

1
1
%

令
和

2
1
年

3
月

2
2
日

計
1
,9

9
9
,2

7
5
,0

0
0

9
6
8
,0

0
0
,0

0
0

4
7
8
,4

4
2
,6

6
4

2
,4

8
8
,8

3
2
,3

3
6

当
期

減
少

額
期

末
残

高

満
期

保
有

目
的

債
券

種
類

及
び

銘
柄

取
得

原
価

券
面

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た

評
価

差
額

摘
  
 要

当
期

増
加

額
種

　
　
類

期
首

残
高
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５
 移

行
前

地
方

債
償

還
債

務
の

明
細

（
単

位
：

円
）

銘
柄

期
首

残
高

当
期

増
加

当
期

減
少

　
　

期
末

残
高

利
率

（
％

）
償

還
期

限
摘

要

資
金

運
用

部
資

金
9
1
,0

6
3
,5

5
6

0
1
0
,7

5
8
,2

4
4

8
0
,3

0
5
,3

1
2

1
.6

0
0
%

令
和

1
3
年

3
月

1
日

財
政

融
資

資
金

6
3
,6

3
7
,4

6
2

0
6
,4

6
7
,9

7
4

5
7
,1

6
9
,4

8
8

2
.2

0
0
%

令
和

1
4
年

3
月

1
日

金
融

公
庫

資
金

7
6
7
,5

8
0
,8

7
3

0
9
1
,9

7
8
,2

4
5

6
7
5
,6

0
2
,6

2
8

1
.2

0
0
%

令
和

1
3
年

3
月

2
0
日

財
政

融
資

資
金

7
4
4
,0

3
1
,9

1
4

0
7
1
,4

3
2
,7

9
5

6
7
2
,5

9
9
,1

1
9

0
.9

0
0
%

令
和

1
5
年

3
月

1
日

財
政

融
資

資
金

1
,0

2
9
,7

6
4
,2

0
5

0
8
4
,5

8
0
,7

9
0

9
4
5
,1

8
3
,4

1
5

2
.0

0
0
%

令
和

1
6
年

3
月

1
日

金
融

公
庫

資
金

1
,3

4
7
,5

7
9
,0

2
0

0
1
3
8
,6

5
7
,5

7
2

1
,2

0
8
,9

2
1
,4

4
8

1
.9

0
0
%

令
和

1
4
年

3
月

2
0
日

計
4
,0

4
3
,6

5
7
,0

3
0

0
4
0
3
,8

7
5
,6

2
0

3
,6

3
9
,7

8
1
,4

1
0

６
 引

当
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

退
職

給
付

引
当

金
2
,9

3
6
,2

2
0
,6

2
9

2
8
2
,8

8
6
,1

7
3

1
2
4
,7

1
7
,3

2
2

0
3
,0

9
4
,3

8
9
,4

8
0

賞
与

引
当

金
3
0
3
,9

7
0
,1

2
6

3
1
3
,3

4
3
,0

0
6

3
0
3
,9

7
0
,1

2
6

0
3
1
3
,3

4
3
,0

0
6

貸
倒

引
当

金
5
,0

4
2
,8

7
5

3
3
1
,8

7
5

0
7
8
1
,2

5
3

4
,5

9
3
,4

9
7

計
3
,2

4
5
,2

3
3
,6

3
0

5
9
6
,5

6
1
,0

5
4

4
2
8
,6

8
7
,4

4
8

7
8
1
,2

5
3

3
,4

1
2
,3

2
5
,9

8
3

７
 資

本
剰

余
金

の
明

細
（

単
位

：
円

）

区
  
  
  
  
  
  
 分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
要

　
　
運

営
費

負
担

金
2
,7

1
5
,8

3
6
,0

0
0

0
0

2
,7

1
5
,8

3
6
,0

0
0

　
　
補

助
金

等
1
5
,0

0
0
,0

0
0

0
0

1
5
,0

0
0
,0

0
0

計
2
,7

3
0
,8

3
6
,0

0
0

0
0

2
,7

3
0
,8

3
6
,0

0
0

８
 運

営
費

負
担

金
債

務
及

び
運

営
費

負
担

金
収

益
の

明
細

①
運

営
費

負
担

金
債

務
（

単
位

：
円

）

運
営

費
負

担
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
負

担
金

資
本

剰
余

金
小

　
計

令
和

5
年

度
0

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

0
0

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

0

合
　
　
　
計

0
3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

0
0

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

0

②
運

営
費

負
担

金
収

益
（

単
位

：
円

）

期
間

進
行

基
準

3
,0

3
1
,3

4
5
,0

0
0

3
,0

3
1
,3

4
5
,0

0
0

費
用

進
行

基
準

4
4
,3

1
4
,0

0
0

4
4
,3

1
4
,0

0
0

合
　
　
　
計

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

3
,0

7
5
,6

5
9
,0

0
0

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
等

交
付

額
当

期
振

替
額

期
末

残
高

業
務

等
区

分
令

和
5
年

度

支
給

分
合

　
計

摘
　
　
要

区
　
　
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高
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９
 （

運
営

費
負

担
金

及
び

運
営

費
交

付
金

以
外

の
）

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細

①
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

摘
  
  
要

建
設

仮
勘

定
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

長
期

預
り
補

助
金

等
収

益
計

上

2
5
,2

2
7
,0

0
0

0
0

0
0

2
5
,2

2
7
,0

0
0

M
F
IC

U
等

運
営

費

2
,5

3
1
,0

0
0

0
0

0
0

2
,5

3
1
,0

0
0

麻
酔

科
医

配
置

加
算

6
1
6
,0

0
0

0
0

0
0

6
1
6
,0

0
0

臨
床

心
理

技
術

者
配

置
加

算

8
,1

2
8
,0

0
0

0
0

0
0

8
,1

2
8
,0

0
0

1
,4

1
5
,0

0
0

0
0

0
0

1
,4

1
5
,0

0
0

2
3
0
,0

0
0

0
0

0
0

2
3
0
,0

0
0

産
科

医
等

確
保

支
援

事
業

5
9
3
,0

0
0

0
0

0
0

5
9
3
,0

0
0

新
生

児
医

療
担

当
医

確
保

支
援

事
業

3
0
,1

9
1
,0

0
0

0
0

0
0

3
0
,1

9
1
,0

0
0

4
7
,3

3
6

0
0

0
0

4
7
,3

3
6

8
,9

1
7
,0

0
0

0
0

0
0

8
,9

1
7
,0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

0
0

0
0

3
,0

0
0
,0

0
0

1
6
8
,0

0
0

0
0

0
0

1
6
8
,0

0
0

5
5
0
,0

0
0

0
0

0
0

5
5
0
,0

0
0

宮
城

県
地

域
療

育
支

援
施

設
運

営
事

業

日
中

一
時

支
援

事
業

（
宮

城
県

）

地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

事
業

（
宮

城
県

）

地
域

医
療

介
護

総
合

確
保

事
業

（
宮

城
県

）

地
域

医
療

勤
務

環
境

改
善

体
制

整
備

事
業

（
宮

城
県

）

医
師

臨
床

研
修

費
等

補
助

金

（
厚

生
労

働
省

）

宮
城

県
医

療
機

関
等

原
油

価
格

・物
価

高
騰

対
策

事
業

仙
台

市
医

療
機

関
物

価
高

騰
対

策
支

援
事

業

仙
台

市
児

童
福

祉
施

設
等

電
気

・ガ
ス

等
価

格
高

騰
対

策
事

業

認
定

看
護

師
課

程
等

派
遣

事
業

宮
城

県
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業

区
  
  
  
 分

当
期

交
付

額
左

の
会

計
処

理
内

訳

宮
城

県
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業

宮
城

県
周

産
期

母
子

医
療

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業
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摘
  
  
要

建
設

仮
勘

定
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

長
期

預
り
補

助
金

等
収

益
計

上
区

  
  
  
 分

当
期

交
付

額
左

の
会

計
処

理
内

訳

4
2
9
,0

0
0

0
0

0
0

4
2
9
,0

0
0

1
,3

2
0
,0

0
0

0
0

0
0

1
,3

2
0
,0

0
0

3
,1

4
7
,3

4
2

0
0

0
0

3
,1

4
7
,3

4
2

2
9
,6

0
4
,5

1
4

0
0

0
0

2
9
,6

0
4
,5

1
4

3
2
,5

1
8
,0

0
0

0
0

0
0

3
2
,5

1
8
,0

0
0

5
8
6
,3

0
9

0
0

0
0

5
8
6
,3

0
9

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染

症
小

学
校

休
業

等
対

応

コ
ー

ス

計
1
4
9
,2

1
8
,5

0
1

0
0

0
0

1
4
9
,2

1
8
,5

0
1

１
０

 役
員

及
び

職
員

の
給

与
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(注
1
) 

役
員

に
対

す
る

報
酬

の
基

準
及

び
職

員
に

対
す

る
給

与
及

び
退

職
手

当
の

支
給

基
準

の
概

要

　
　
　
　
地

方
独

立
行

政
法

人
宮

城
県

立
こ

ど
も

病
院

給
与

規
程

、
同

役
員

報
酬

規
程

、
同

退
職

手
当

規
程

に
基

づ
い

て
お

り
ま

す
。

(注
2
) 

支
給

人
員

は
、
年

間
平

均
支

給
人

員
を

記
載

し
て

お
り
ま

す
。

(注
3
) 

非
常

勤
の

役
員

又
は

職
員

に
対

す
る

支
給

額
及

び
人

数
に

つ
い

て
、
外

数
と
し

て
（

　
）

に
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

(注
4
) 

上
記

明
細

に
は

賞
与

を
含

ん
で

お
り
ま

す
。

(注
5
) 

上
記

明
細

に
は

法
定

福
利

費
は

含
め

て
お

り
ま

せ
ん

。
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き
セ

グ
メ
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情
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グ
メ
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で
あ

る
た

め
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当
あ

り
ま

せ
ん
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係
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補
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１２　医業費用及び一般管理費の明細

(単位：円）

医業費用

　給与費

給与 1,644,981,475

手当等 1,029,783,003

賞与 451,564,190

賃金 146,978,978

退職給付費用 200,849,183

賞与引当金繰入額 238,688,676

法定福利費 634,252,930 4,347,098,435

   材料費

薬品費 856,202,233

診療材料費 623,783,484

給食用材料費 19,382,724

医療消耗備品費 10,908,266 1,510,276,707

   減価償却費

建物減価償却費 297,108,008

構築物減価償却費 3,602,913

器具備品減価償却費 418,184,619

無形固定資産減価償却費 115,578,882 834,474,422

   経  費

委託費 872,938,083

器機賃借料 150,254,962

修繕費 63,389,709

車両費 538,086

福利厚生費 18,191,325

旅費交通費 4,102,296

被服費 18,600

通信運搬費 6,638,582

印刷製本費 4,993,220

消耗備品費 12,190,575

消耗品費 53,318,523

会議費 4,252,790

水道光熱費 185,518,792

賃借料 27,584,476

報償費 1,180,344

保険料 11,174,674

交際費 261,262

諸会費 2,151,756

租税公課 214,100

図書費 10,238

支払手数料 8,907,555

雑費 7,963,218 1,435,793,166

   研究研修費

　研究費 24,490,044

　研修費 21,378,315 45,868,359

科         目 金額
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(単位：円）

児童福祉施設費

　給与費

給与 427,110,572

手当等 161,502,778

賞与 119,009,265

賃金 36,169,855

報酬 8,206,680

退職給付費用 67,892,682

賞与引当金繰入額 59,968,601

法定福利費 168,548,836 1,048,409,269

　材料費

薬品費 151,090,765

診療材料費 40,641,035

給食用材料費 12,532,297

医療消耗備品費 1,844,441 206,108,538

　減価償却費

建物減価償却費 189,851,696

構築物減価償却費 5,420,972

器械備品減価償却費 5,701,903 200,974,571

　経費

委託費 328,673,588

器機賃借料 45,799,113

修繕費 9,362,482

福利厚生費 4,052,525

旅費交通費 515,115

通信運搬費 883

消耗備品費 3,193,992

消耗品費 18,665,661

会議費 227,273

水道光熱費 75,593,593

賃借料 6,152,990

報償費 70,856

保険料 3,871,421

諸会費 55,000

租税公課 11,850

図書費 440,630

支払手数料 352,073

雑費 28,035 497,067,080

　研究研修費

研究費 5,130,584

研修費 4,707,607 9,838,191

児童福祉施設費合計 1,962,397,649

医業費用合計 10,135,908,738

科         目 金額
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(単位：円）

一般管理費

   給与費

給与 111,339,259

手当等 31,265,532

賞与 27,352,815

賃金 14,333,472

報酬 16,812,925

退職給付費用 14,144,308

賞与引当金繰入額 14,685,729

法定福利費 40,484,362 270,418,402

  減価償却費

建物減価償却費 29,384,309

構築物減価償却費 30,030

器具備品減価償却費 1,746,168

無形固定資産減価償却費 2,441,200 33,601,707

　経費

委託費 28,488,680

福利厚生費 470,265

消耗品費 18,302

水道光熱費 18,348,011

報償費 600,012

図書費 130,341

雑費 344,170

旅費交通費 924,990 49,324,771

一般管理費合計 353,344,880

１３ 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の内訳 (単位：円）

備考

科         目 金額

区　　　分 期末残高

現　　　金 1,651,376

普通預金 2,775,401,898

計 2,777,053,274
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